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児玉郡市広域市町村圏組合人事行政の運営等の状況 
 

 令和７年度の組合職員の採用・退職・給与・勤務条件・研修などの状況について、次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況 

令和７年度は、事務職１人、技術職３人、消防職７人（うち女性０人）の職員を採用しました。 

 

（２）令和７年度の再任用職員は、一般職２人、消防職７人（うち女性１人）でした。 

 

（３）職位別任用状況 

令和７年４月１日現在、課長補佐相当以上の職は４つの職であり総数は下表のとおりです。 

                                                           (単位:人) 

事務局長相当 次長相当 課長相当 課長補佐相当 

２(－) ２(－) １５(－) ３１(１) 

※( )内は、女性の数で内書きとなっています。 

 

（４）職員の退職の状況 

令和７年度における職員の退職の状況は下表のとおりです。 

 (単位:人) 

 事務職 技術職 消防職 技能職 全職員 

定年退職 －(－) －(－) －(－) －(－) －(－) 

勧奨退職 －(－) －(－) －(－) －(－) －(－) 

自己都合退職 －(－) －(－) ５(－) －(－) ５(－) 

その他 
(死亡、免職、失職) 

－(－) －(－) １(－) －(－) １(－) 

退職者計 －(－) －(－) ６(－) －(－)  ６(－) 

※( )内は、女性の数で内書きとなっています。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

   全職員について、人事評価を実施しました。評価結果については、人事管理の基礎として活用しました。 

 

３ 職員の給与の状況 

 

（１）人件費の状況(令和７年度決算額) 

歳出額 Ａ(百万円) 人件費 Ｂ(百万円) 人件費率(Ｂ／Ａ) 昨年度人件費率(参考) 

 ４，６３０  ２，１１６ ４５．７％   ４６．９％ 

 

（２）職員給与費の状況(令和７年度当初予算額) 

職員数

Ａ(人) 

給与費(千円) 一人当たり 

給与費(千円) 

(Ｂ／Ａ) 給料 職員手当 期末勤勉手当 計(Ｂ) 

２５１ ９５２，４１１ ２２６，６２５ ４０８，４０４ １，５８７，４４０ ６，３２４ 

※１ 職員手当に退職手当・児童手当は含みません。 

２  職員数及び給与費は、当初予算に計上された人数及び金額です。〔会計年度任用職員（フルタイム

含む。）、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員を含む。〕 
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（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在） 

一  般  職 消  防  職 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

３３７，７８１円 ３８１，００２円 ４６．０歳 ３１１，５７９円 ３８０，６４９円 ３８．７歳 

 

（４）職員の初任給の状況(令和７年度) 

区 分 大学卒 短大卒 高校卒 

行 政 職 ２３７，６００円 ２２２，６００円 ２０６，７００円 

消 防 職 ２３７，６００円 ２２２，６００円 ２０６，７００円 

技 能 職 － ２１６，５００円 ２００，３００円 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(令和７年４月１日) 

区  分 
経験年数 

１０年 １５年 ２０年 

行政職 
高校卒 －  円 －  円 －  円 

大学卒     －  円 －  円 －  円 

消防職 

高校卒 ２７９，５３３円 ３１８，０２２円 ３４４，９００円 

短大卒 －  円 －  円 －  円 

大学卒 ２９６，９００円 ３３４，２３８円 ３６５，４００円 

 

（６）一般行政職の級別職員数の状況（令和７年４月１日現在） 

 

区分 

標準的な職務内容 

職員(人) 構成(％) 

※参考 

前 年の構

成比 事務局 消防本部 

８級 事務局長 消防長 ２ ０．８ ０．８ 

７級 次長・参事 次長･署長 ２ ０．８ ０．８ 

６級 
課長･室長・センター長 

副参事 
課長･副参事・分署長 １５ ６．０ ６．１ 

５級 課長補佐･所長・主幹 課長補佐･副分署長･主幹 ３１ １２．５ １２．５ 

４級 係長･副所長・主査 係長･主査 ７９ ３１．９ ２８．２ 

３級 主任 主任 ７１ ２８．６ ３０．２ 

２級 主事・技師 主事 ２６ １０．５ １４．１ 

１級 主事補・技師補 主事補 ２２ ８．９ ７．３ 

   ※ 会計年度任用職員（フルタイム含む。）、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員を含む再任

用短時間勤務職員を含みません。 
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（７）職員手当の状況 

 

    (期末手当・勤勉手当) 

 

※（ ）は再任用職員を示す。 

 

(退職手当) 

区 分 

組  合 

７年度末支給割合 

自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 １９．６６９５月分  ２４．５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 

最高限度額 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置(３％～４５％加算) 

1 人当たり平均支給額 ４，１１５千円 

※退職手当の１人当たり平均支給額は、令和７年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

(時間外手当) 

時間外勤務手当 

Ｒ７年度 
支給総額

 

 ９２，６９５千円 

職員１人当たり支給年額       ４６８千円 

Ｒ６年度 
支給総額  ８７，５０５千円 

職員１人当たり支給年額       ４３８千円 

※時間外勤務手当の１人当たり平均支給額は、休日勤務手当も含めた平均額です。 

 

    (特殊勤務手当)                     

 区       分 全  職  種 

特殊勤務手当 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ６４．５％ 

支給対象職員 1人当たり平均支給年額 ６１，１０６円 

手当の種類（手当数）       ２種 

代表的な手当の名称 
支給額の多い手当 消防業務手当 

多くの職員に支給されている手当 消防業務手当 

期末手当 

勤勉手当 

７年度支給割合 

 期末手当 勤勉手当 

６月期 
１．２５月分  

（０．７月分） 

１．０５月分  

（０．５月分） 

１２月期 
１．２７５月分  

（０．７２５月分） 

１．０７５月分  

（０．５２５月分） 

計 
２．５２５月分  

（１．４２５月分） 

２．１２５月分  

（１．０２５月分） 

職制上の段階､職務の級等による加算措置  有 
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(扶養・住居・通勤手当)                     （令和７年４月１日現在） 

区 分 内       容 
国の制度 
との異同 

国の制度と異なる内容 

扶養手当 

配偶者 ３，０００円 同※ 

※対象者のみが一部異な

る。給料表の給料にかか

わらず支給している。 

子（満 22歳に達した

年度末まで） 
１１，５００円 同※ 

子の特定期間加算（満

15 歳に達した後の年

度初めから満 22 歳に

達した年度末まで） 

５，０００円 同※ 

上記以外 ６，５００円 同※ 

住居手当 

持家 ０円  同 
 

借家  限度額２８，０００円 同 

通勤手当 

通勤距離        （㎞）  

 

 ２未満 ０円 

同 

２～ ５ ２，０００円 

５～１０ ４，２００円 

１０～１５ ７，１００円 

１５～２０ １０，０００円 

２０～２５ １２，９００円 

２５～３０ １５，８００円 

３０～３５ １８，７００円 

３５～４０ ２１，６００円 

４０～４５ ２４，４００円 

４５～５０ ２６，２００円 

５０～５５ ２８，０００円 

５５～６０ ２９，８００円 

６０以上 ３１，６００円 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の概要 

職員の勤務時間は、一週間当たり３８時間４５分（国：一週間当たり３８時間４５分）と定められて

おり、原則毎週月曜日から金曜日までのそれぞれ８時３０分から１７時１５分までの勤務となります。

その勤務時間中に６０分の休憩時間が設けられています。 

特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間については、前記に従い、４週間を平均し１

週間について３８時間４５分となっており、６０分の休憩時間及び１５分の休息時間についても業務の

実情に応じ定められています。 

 

（２）休暇制度の概要・種類等 

職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合休暇があり、概要は下記のと

おりです。 

年次有給休暇 

労働基準法第３９条の諸規定によって与えられる有給による休暇であり、１年

につき最高２０日間付与され、前年からの繰越分を含めると最高４０日間となり

ます。 

病気休暇 
職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合における休暇です。 

特別休暇 特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合における休暇です。 

介護休暇 

配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により組

合規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をする

ため、勤務しないことが相当であると認められる場合における有給の休暇です。 

組合休暇 
職員が任命権者の承認を得て登録された職員団体の業務又は活動に従事する

期間における休暇です。 
   

(特別休暇の種類及び日数) 

号数 種別 事  由 期   間 

第１号 公民権の行使休暇 
職員が選挙権その他公民として
の権利を行使する場合 

その都度必要と認める期間 

第２号 公の職務遂行休暇 
職員が裁判員、証人、鑑定人、参
考人等として官公署へ出頭する
場合 

その都度必要と認める期間 

第３号 
産前休暇 

産後休暇 
職員の出産の場合 

出産予定日６週間（多胎妊娠の場合は１４週
間）前から産後８週間を経過するまでの期間 

（※特に必要と認めるときは産前、産後の期間
とあわせて２週間の範囲内の期間を加算した期
間） 

第４号 妊産婦通院休暇 
妊娠中または出産後１年以内の
職員が、医師等の保健指導また
は健康診査を受ける場合 

次に掲げる基準により、１回につき１日の範囲
内でその都度必要と認める時間 

(1)妊娠６月まで ４週間に１回 

(2)妊娠７月から９月まで ２週間に１回 

(3)妊娠１０月から出産まで １週間に１回 

(4)出産後１年まで その間に１回 

(※医師の特別の指示があった場合は、その指
示された回数) 

第５号 通勤緩和休暇 

妊娠中の職員が通勤に利用する
交通機関の混雑の程度が母体ま
たは胎児の健康保持に影響があ
ると認められる場合 

勤務時間の始めまたは終わりにおいて、１日を
通じて１時間以内でそれぞれ必要と認める時間 
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第５号 

の２ 
妊娠補食等休暇 

妊娠中の女性職員の業務が母体
又は胎児の健康保持に影響があ
ると認められ、適宜休息し、又は
補食する場合 

その都度必要と認める時間 

第６号 妊婦障害休暇 
妊娠中の職員が、つわり等の障害
のため勤務することが著しく困難
な場合 

１４日の範囲内において必要と認める期間 

第７号 育児時間休暇 
生後１年６月に達しない子を育て
る職員が、授乳その他の世話をす
る場合 

１日２回それぞれ３０分間 

第８号 生理休暇 
職員が生理日に勤務することが著
しく困難な場合 

３日の範囲内においてその都度必要と認める
期間 

第９号 忌引休暇 職員の親族が死亡した場合 

次に掲げる期間内に定める期間 

死亡した者 
日 数 

血族 姻族 

配偶者 １０日 

父母 ７日 ３日 

子 ５日 １日 

祖父母 ３日 １日 

孫 １日 － 

兄弟姉妹 ３日 １日 

伯叔父母 １日 １日 

(1)死亡した者が、職員と生計を一にする姻族
の場合は、血族に準ずる。 

(2)代襲相続の場合において祭具等の継承を
受けた者は、父母に準ずる。 

(3)葬祭のため遠隔の地に赴く必要のある場合
には、その往復に要する実日数を加算する。 

第１０号 祭祀休暇 
職員の配偶者、父母及び子の祭
日の場合 

それぞれ１日 

(※遠隔の地に赴く必要がある場合は、往復に
要する実日数を加算する。) 

第１１号 感染症の予防休暇 

職員が感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法
律の規定に基づく交通の制限や
遮断または健康診断の場合 

その都度必要と認める期間 

第１２号 現住居の滅失等休暇 
災害により職員の現住居が滅失ま
たは破壊された場合 

７日の範囲内においてその都度必要と認める
期間 

第１３号 結婚休暇 職員の結婚の場合 ７日の範囲内において必要と認める期間 

第１３号 

の２ 
不妊治療休暇 

職員が不妊治療に係る通院等の
ため勤務しないことが相当である
と認められる場合 

１の年において５日（当該通院等が体外受精そ
の他の組合規則で定める不妊治療に係るもの
である場合にあっては、10 日）の範囲内の期間 

第１４号 出産補助休暇 
職員が配偶者の出産に伴い勤務
しないことが相当であると認められ
る場合 

配偶者の出産に係る入院の日から退院の日ま
での間における２日の範囲内においてその都
度必要と認める期間 
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第１５号 男性育児参加休暇 

職員が配偶者の出産に係る子ま
たは小学校就学の始期に達する
までの子を養育するために、勤務
しないことが相当であると認められ
る場合 

配偶者が出産する場合で、出産予定日６週間
（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日から出産
後１年を経過する日までの期間において、５日
の範囲内においてその都度必要と認める期間 

(※出産に係る子への授乳、付添い、上の子の
保育所等への送迎など、出産に係る子または
小学校就学の始期に達するまでの上の子のた
めに生活上の一般的な世話をするために勤務
しない場合に休暇を取得できる。) 

第１６号 看護休暇 

中学校就学の始期に達するまで
の子を養育する職員が、その子の
看護、教育又は保育に係る行事
への参加や感染症に伴う学級閉
鎖又は出席停止等による子の世
話のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合 

１の年において５日の範囲内の期間（その養育
する子が２人以上の場合は１０日） 

（※看護とは負傷、疾病予防及び治療、療養中
の看護及び通院等をいい、後遺障害の機能回
復訓練(リハビリ)の介助は含まれない。） 

第１７号 短期介護休暇 

職員が日常生活を営むのに支障
がある者の介護等を行うために、
勤務しないことが相当であると認
められる場合 

１の年において５日の範囲内の期間（要介護者
が２人以上の場合は１０日） 

第１８号 夏季休暇 
職員が心身の健康の維持及び増
進または家庭生活の充実を図る
場合 

１の年の６月から１０月までの期間内における５
日の範囲内の期間 

第１９号 出勤困難休暇 
職員が災害または交通機関の事
故等により出勤することが著しく困
難な場合 

その都度必要と認める期間 

第２０号 通勤途上休暇 
職員が災害時において、通勤途
上における身体の危険を回避す
る場合 

その都度必要と認める期間 

第２１号 ドナー休暇 

職員が骨髄バンクへのドナー登
録を行い、または骨髄提供をする
場合で、必要な検査、入院等をす
る場合 

その都度必要と認める期間 

第２２号 ボランティア休暇 

職員が自発的に、かつ、報酬を得
ないで社会に貢献する活動(専ら
親族に対する支援となる活動を除
く)を行う場合で、その勤務しない
ことが相当であると認められる場
合 

１の年において５日の範囲内でその都度必要と
認められる期間 

 

（３）年次有給休暇の取得状況 

        令和７年１月１日から令和７年１２月３１日までの職員の年次有給休暇の平均取得日数は１２．１日

でした。 

 

（４）育児休業等の取得状況 

        育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に

達する日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度です。育児休業をしている

期間については、給与は支給されません。 

部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１

日の勤務時間の一部（２時間を限度）について勤務しない制度で、休業した期間の給与は減額されます。   

令和７年度育児休業を取得した職員は６名、部分休業を取得した職員は２名でした。 

 

（５）時間外勤務の状況 

令和７年度における職員一人当たりの月平均時間外勤務(休日勤務含む)は２３．１時間となっていま

す。 
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５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

  

（１）分限処分の状況 

        令和７年度に分限処分を受けた職員は０名でした。  

 

 (２）懲戒処分の状況 

        令和７年度に懲戒処分を受けた職員は０名でした。 

 

６  職員の服務の状況 

 

（１）職員の守るべき義務の概要 

        地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として、「全て職員は、全体の奉仕者として公共の利益のた

めに勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定

しています。 

この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し法令等及び上司の職務上の命令に

従う義務(同法第３２条)、信用失墜行為の禁止(同法第３３条)、秘密を守る義務(同法第３４条)、職務

に専念する義務(同法第３５条)、政治的行為の制限(同法第３６条)、争議行為等の禁止(同法第３７条)、

営利企業等の従事制限(同法第３８条)など、服務上の強い制約を課しています。 

 

（２）職務専念義務免除の状況 

職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注力のすべてを

その職務遂行のために用いなければなりません(地方公務員法第３５条)。 

ただし、「職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合や厚生事業に参加す

る場合に、任命権者の承認を得て、職務専念義務が免除されることがあります。 

        令和７年度における承認件数は、７２６件となっています。 

 

（３）営利企業等従事の許可状況 

職員は任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得ていか

なる事業若しくは事務にも従事等してはならない(地方公務員法第３８条)とされています。 

令和７年度における許可件数は２件でした。 

 

７ 職員の研修の状況 

 

（１）一般研修 

令和７年度に当組合で実施した研修は、合計１２コースであり、受講者数は７９人です。 

 

児玉郡市広域市町村圏組合関係 

研  修  名 日  数 受 講 者 数 

新採用研修 ５日 ９人 

初級研修（第１課程） ４日 ８人 

初級研修（第２課程） ４日 ８人 

中級研修（第１課程） ５日 ９人 

中級研修（第２課程） ２日  ７人 

上級研修 ２日 １０人 

中堅職員研修 ３日 １０人 

係長級研修（基本コース） ２日 ５人 

係長級研修（応用コース） ３日 ５人 

管理職研修 ４日 ３人 

行政法研修 ４日 ２人 

法制執務研修 ２日 ３人 
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（２）消防教育訓練研修 

    令和７年度に実施された主な研修は、合計で２３コースであり、受講者数は４３人です。 

研  修  名 日 数 受講者数 

消
防
学
校 

初任教育 １０３日 ６人 

専科教育 

警防科  ９日 ２人 

火災調査科 ７日 ２人 

救急科 ３４日 ６人 

救助科 ２１日 １人 

幹部教育 初級幹部科 ９日 ２人 

特別教育 

警防活動教育 ７日 １人 

幹部特別教育 ９日 １人 

実科指導員教育 ３日 ２人 

実火災教育 １日 １人 

救
命
士
養
成 

救急救命士養成教育（埼玉養成所） １４９日 １人 

指導救命士養成研修 ２０日 １人 

救急救命士養成事前教育 ３日 １人 

救急救命士業務研修 ５日 １人 

ビデオ喉頭鏡 １日 ６人 

大
学
校 

警防科 ４６日 １人 

幹部科 ３８日 １人 

危機管理・国民保護コース ８日 １人 

委
託
教
育 

潜水技術研修 ５日 １人 

フレームワーク講習 ２日 １人 

水上バイクレスキュードライバー講習 ２日 １人 

テクニカルロープレスキューテクニシャン講習 ３日 １人 

河川（流水）救助講習 ３日 ２人 

 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）福利厚生制度の概要 

       職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具

体的に定められています。共済制度を運用し、実施する主体は埼玉県市町村職員共済組合です。 

      共済組合では、組合員である職員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡等に対して必要な給付を行う

「短期給付事業」、職員の退職・傷害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健

康の保持増進事業や住宅資金の貸付けなどの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を行っています。 

 

（２）福利厚生制度に係る組合の負担状況 

      共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である組合の負担金によって賄

われています。 

組合の負担金の率は法定されており、令和７年度は３２２，８６１千円の負担金を支出しました。 

 

（３）公務災害の発生状況 

        公務災害補償制度は、職員が公務上の災害(負傷、疾病、傷害及び死亡)又は通勤による災害を受けた

場合に、その災害によって生じた損害の補填(補償)と、被災職員の社会復帰の促進及び遺族の援護を図

るために必要な事業(福祉事業)を行うことを目的としています。具体的には、地方公務員法第４５条に

基づいて定められた地方公務員災害補償法によって定められています。 

        令和７年度に公務災害又は通勤災害と認定された件数は、２件(公務災害２件、通勤災害０件)あり、

令和６年度より１件増でした。 


